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「エコフロンティア
かさま」整備事業

環境調査等助成
事業

 

事業１

事業２

　処分業の用に供されている産業廃棄物処理施設及び
設置者の倒産等により維持管理ができなくなっている産
業廃棄物処理施設に係る調査や，行為者不明の不法投
棄の撤去等を行う市町村等に対し助成を行い，生活環
境の保全を図る。

設　立
目　的

　県内の産業活動の健全な発展や不法投棄を防止して県土の環境保全を図るためには，最終処分場の安定的確
保が必要不可欠であるとの観点から，平成5年2月17日に産業界・産業廃棄物処理業界・行政が一体となって「財
団法人茨城県産業廃棄物対策基金」を設立し，各種事業を実施してきたが，廃棄物処理法の改正や民間事業者
の資本力不足等により廃棄物処理施設の新規設置が極めて困難な状況となり，不適正処理や不法投棄が大きな
社会問題となったため，県において循環型社会の推進拠点として，公共関与による廃棄物処理施設の整備推進を
図ることとなり，平成12年7月26日に「財団法人茨城県環境保全事業団」に改組して，公共処分場「エコフロンティア
かさま」の整備・運営を担うこととなった。
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　民間による最終処分場の新規立地が極めて困難な状
況及び不法投棄や不適正処理の増加により，県内の産
業活動や県民の生活環境に重大な支障をきたしかねな
いため，公共関与による安全性を最優先とした廃棄物
処理施設を整備することにより，廃棄物の適正処理の推
進と循環型社会の構築を図る。
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［収支の状況］ 　
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補助金

 [産業廃棄物処理施設モデル的整備事業] 都道府県が関与して産業廃棄物処理のためのモデル的な処理
施設を整備する事業

委託金
 

貸付金
 

［平成１６年度の補助金等の目的・内容等］
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計画性

組織の管理運営上における人的・
物的な経営資源が有効活用されて
いるか

各評価項目については，「出資法人等
経営評価指標及び評価基準等」を参照

効率性

（一般会計事業）
　財団設立当初から実施してきた一般会計事業は，産業廃棄物適正処理推進事業と管理費に大別できるが，いずれも基本
財産の運用益内において，実施すべきものである。設立当初から目的は，昨今の不法投棄などの状況から，環境保全に照
らし，ますます公的使命が強くなっているといえる。低金利時代の今日において，基本財産の運用益で，すべての事業を実施
することは不可能であるので，時宜を得た事業に的を絞って設立の目的を果たしていきたい。
（エコフロンティアかさま特別会計）
　公共処分場整備事業は，茨城県，関係市町村及び排出事業者からの建設基金，国からの補助金のほか大部分を，日本政
策投資銀行等からの融資による資金調達で賄っているため，短期的な経営状況は苦しいものとなるが，施設の本格稼働に
より徐々に収益がでてくる収支計画であり，，中長期的には，健全に推移するものと考えている。

健全性 効率性
施設稼働により収益を生み
出していくことは十分成算が
あるので，融資返済や環境保
全等に充てる資金の確保も
できる見込みである。基本財
産は，国等の動向を見極め
て元本が保証されている国債
等の証券購入を視野に入
れ，基本財産の運用を図って
まいりたい。

  従来から，管理経費等の削
減に努めてきたが，今後とも，
情報技術等の導入を図りなが
ら，より一層の事務効率の確
保を図ってまいりたい。

［法人の自己評価（経営概況，経営上の課題，対策等）］

組織，人事，財務等の内部管理体
制が適切に整備・運用され，かつ
情報公開による透明性の確保が適
切か

計画性

目的適合性

法人の財務体質が健全であるか，
また，各事業の採算性がとれてい
るか

健全性

《評価の視点》

今後の事業展開の方向

目的適合性 組織運営の適正性
  毎年度，理事会の議決を経
て，事業計画の基本方針を定
め，役職員に周知を図ってい
る。なお，経営基本方針は定
めていないが，これに変わる
業務方法書については，数度
の改定を実施している。公共
処分場「エコフロンティアかさ
ま」の整備については，収支の
シュミレーションを行っている。

  全国的に廃棄物処理施設の
設置や運営をめぐり，反対運動
が多発し，その確保が困難な
状況となっている。茨城県にお
いても全国的状況と同様の問
題があり，事業団は，このよう
な状況を解決すべく廃棄物処
理センターの指定を環境省から
受け，公共関与による廃棄物
処理施設の整備を進めている
ところである。こうしたことから，
（事業の）公益上の必要性は，
十分ある。なお，平成１７年８月
より開業するが，事業の目標達
成度等を，現時点で評価するこ
とは難しい。

  平成１７年度は事業所の開
業を控えていること等により，
役職員が２名増加したが，施
設の運営，維持管理等を出
来る限り外部委託することに
より，最小の人員で，最大の
効果があがるよう，組織の運
営の適正化・効率化を図る。

組織運営の
適正性

経営目的，経営方針が各種計画に
反映され，計画・実行・見直しが行
われているか

法人が行っている事業と当初の設
立目的が適合しているか
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［法人を担当する課の意見］

［総合評価］

から県民のみなさまへ＞

事業計画，収支計画
ともに現状を踏まえた
適正なものと評価でき
る。

計画性 効率性健全性組織運営の適正性目的適合性
産業廃棄物の県外への搬
出が県外からの搬入を上
回っている本県では，公共
処分場の整備は喫緊の課
題である。民間排出事業者
等の施設利用アンケートも
溶融処理施設の処理能力
を上回るなど十分な目的整
合性がある。

現在施設の建設の最終段
階にきており，借入金が
多くなるのはやむを得な
い。しかし，複数の国庫補
助金の活用や，日本政策
投資銀行の無利子融資な
ど，将来に向けて健全な
経営努力を行っている。

施設の運営を外部に
一括委託し，また，パ
ソコン等による情報管
理の導入を徹底する
ことにより効率的運営
が図られることが認め
られる。

１７年４月，事業所（３課体
制）を設置し，さらに７月，
資金管理を担当する常務
理事を迎えたため，役職
員が２名増加したが，施
設の開業にあわせた最少
限の増員に留めており，
組織運営上は適正な規模
であると判断できる。

　①当財団の会計は，産業廃棄物適正処理のための市町村助成事業である一般会計とエコフロンティアかさま
を整備運営する特別会計から構成される。資金的には，大きなウエートを占める特別会計が主であり，イニシア
ルコストについては，必要最少限の整備資金に留めている経営努力が認められる。ランニングコストについて
は，各施設の運営を外部に一括して委託し，さらに情報管理技術を導入するなど，人件費等の経費縮減に努め
ている。今後とも経営の合理化に努めるよう指導してまいりたい。
②１７年８月から開業することで今後は収益を上げていかなければならないため，収支計画どおりの運営が確
保されるよう一層の営業努力の指導をしてまいりたい。

第三次行財政改革
大綱に係る取組状況

法人担当課の意見

取組み状況推進事項

組織運営の適正性 健全性 効率性

総合的所見等

概ね良好 改善の余地がある 緊急の改善措置が必要

   公共処分場施設の本格稼働後においては，事業計画の達成度合に留意しつつ，機動的
な運営に努められたい。
   また，同事業については，県と多額の損失補償契約を締結していることから，効率的な
運営に努めるとともに，施設のＰＲを積極的に行い収入の確保を図り，健全経営の実現に
向け努力されたい。
   なお，施設の必要性や安全性等について，当法人のホームページを開設するなど積極
的な情報公開に配慮されたい。

取組みを強化すべき視点 計画性 目的適合性

　平成14年10月より整備を進めてまいりました公共処分場「エコフロンティアかさま」は，平成17年8月に開業となり
ました。
今後は，できるだけ周辺環境に負荷を与えないよう留意しながら施設の運営に当たるとともに，経営の健全化に
向けて管理体制を確立し，環境と経営の両立をめざしてまいります。
  また，開業後に急増している視察・見学に適切に対応するとともに，ホームページ等を通じて，施設の安全性や
利用促進等について積極的に県民にＰＲしてまいります。
　なお，地域住民の相談窓口は引き続き開設し，平成16年11月に提起された建設差止等請求事件についても，
適切に対処してまいります。                                                         平成１８年２月　 理事長  角田  芳夫

総合的所見等
に係る対応

   当法人に対しては，一層の営業努力を行い，柔軟な姿勢で廃棄物量の確保に努めると
ともに，安全性を重視しつつ，各施設を一体的に管理し，効率的な運営に努めるよう指導し
ていく。
   また，ホームページや，18年度にオープンする環境学習施設などにおいて，施設の必要
性・安全性や廃棄物の減量化やリサイクル推進などについて，積極的に県民にＰＲしてい
くよう指導していく。

＜ 財団法人茨城県環境保全事業団
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